
新松田駅北口地区市街地再開発事業
都市計画（素案）に係る説明会

[事業説明資料]

令和７年７月２６日



１．市街地再開発事業の都市計画決定について

２．当地区の現状と課題解決の方向性について

３．当地区の町・県の上位計画について

４．現在考えている当地区の整備の方向性について

５．当地区における整備手法について

６．当地区でのまちづくりの検討及び地権者組織の活動の経過について

７．市街地再開発事業の進み方について

８．都市計画決定の素案について

目 次



市街地再開発事業は、都市環境の更新、活性化等を目的として、共同建築物の再開発ビル

と駅前広場等の公共施設の整備を一体的・総合的に行い、安全で快適な都市環境を創造しよ

うとするものです。

主な目的

① 市街地環境の再生と駅前広場等の整

備を一体的に整備

② 既成市街地内に良好な住宅を供給

③ 商店街の更新、活性化

④ 行政の公益施設の整備

都市再開発法第１条（目的）

この法律は、市街地の計画的な再開発に関し必要な事項を定めることにより、都市

における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新とを図り、もって公共の

福祉に寄与することを目的とする。

１．市街地再開発事業の都市計画決定について

新松田駅北口地区の駅前広場の整備と都市環境の更新に当たっ
ては、市街地再開発事業による整備が最も効果的と考えます。
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商業など魅力的な
賑わい空間の創出



１１．市街地再開発事業のスケジュール案について
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［市街地再開発事業の行程］

市街地再開発事業は、以下の段階的な工程を踏んで、事業をその都度固めて進め

ていきます。現段階は、都市計画決定前の段階であり、都市計画決定後、地権者に

よる本組合が設立してからが、事業の着手となります。
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★事業の実施はこの段階で行います。
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事業の方向性
・実現性の検討

事業化計画の
検討・作成

基本計画の検討 事業化計画の検討 基本設計 実施設計 工事実施



市街地再開発事業と都市計画

市街地再開発事業は、街路事業や土地区画整理事業等と同様、都市計画事業として実施さ

れます。

事業の内容について公共施設の整備、建築敷地の整備、建物の形状・規模・用途等につい

て都市計画で決定され、事業に関する内容を定めることによって、行政のまちづくりの方針

に合致する事業の公共性を担保します。

市街地再開発事業は、地域だけでなく国や県にとっても大変公共性の高い事業であること

から、事業の施行者に対し一定の補助金や技術的指導を行い、事業の成立性を高める措置を

講じています。

今回の都市計画決定で定める事項は、次のページの

通りであり、事業の大きな枠組みを定めるものです。
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ア 市街地再開発事業の内容

a ：事業の名称、施行区域の面積等

b ：駅前広場、道路、デッキの配置及び規模

c ：建築物及び建築敷地の整備に関する計画

d ：住宅建設の目標

イ 地区計画の内容

a： 地区計画の位置及び区域等

b ：地区整備計画

・地区施設（駅前広場、区画道路）の配置及び規模

・建築物の容積率、建ぺい率の最高限度又は最低限度

・建築物の敷地面積又は建築面積の最低限度

・壁面の位置の制限

・建築用途の制限

・その他必要な事項

今回の都市計画決定で定める市街地再開発事業の大枠について
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（１）交通環境に係る現状の課題と解決に向けた整備の目標

２．当地区の現状と課題解決の方向性について

現状の課題 目指すべき方向性
①現況の駅前広場が、バス、タクシー、一般車、歩行者等の円滑な
処理に対応した規模を有しておらず、乗降場の配置や動線の確保
が不十分である。

（例）
●一般車の停車帯がないため、送迎車の路上駐車により交通が錯綜
し危険であるとともに交通渋滞が発生している。

●歩車道が分離されておらず、バスのロータリー進入時に乗車待ち
のお客さんがバスを避けたり、誘導員なしでバスをバックで入線
させるなど危険な状態のバス乗り場。

●交通結節点としての十分な機能（規模・
施設配置・動線）が確保された駅前広場
の整備

②県道711号の御殿場線高架下や小田急線の踏切など駅前で交通混
雑が発生している。

（例）
●ロマンス通りから小田原（大井町）方面に向かうバス、タクシー
による渋滞が発生している。

③鉄道による南北市街地の分断や道路網の未整備により交通が錯綜
している。

（例）
●小田急線、御殿場線により市街地が分断されている。

●交通の円滑化を図る周辺道路網の拡充整
備

④駅周辺における各種交通の錯綜や歩行者動線の未整備により、歩
行者交通の移動に対する利便性が阻害されている。

（例）
●御殿場線と小田急線の相互の乗り換え時に、ロマンス通りの交通
渋滞が発生する

●歩行者の円滑な移動環境を有した通行空
間の整備

⑤駅周辺の道路網や駅前広場における歩行者空間が未整備である。
（例）
●歩道がなく車両と錯綜し危険である。

●歩行者の安全な移動環境を有した通行空
間、周辺道路網の整備
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現 況
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（２）市街地環境に係る現状の課題と解決に向けた整備の目標

現状の課題 現況 目指すべき方向性
①商業、公共公益施設や駅前利用者の利便を高める交流
機能、観光機能、情報発信機能等が不足している。

（例）
●町民の交流スペース、観光案内所等がない

●近隣住民や駅利用者の利便性を高
める各種サービス機能の強化

②松田町や足柄上地域の玄関口として特徴づける良好な
景観を有しておらず、ニーズに合った商業施設が少な
い。

（例）
●魅力を感じない・人が集まらない＝商業の停滞➡空室

●個性的で魅力ある“らしさ”の創
出

③空地や空家・空テナントが散見されるなど、商業地域
としてのポテンシャルが未活用である。

（例）
●駅の近接地で空地や空テナントが長い間未活用である。

●地域経済の活性化に配慮した土地
の高度・有効利用の推進

④既成市街地の建物が密集し、広場等公的なオープンス
ペースが不足している。

⑤駅舎や駅前広場・道路等の公的な空間において、バリ
アフリー化等の未対応箇所が存在する。

（例）
●再開発区域内における既存建物のうち、約６割が建築
基準法の新耐震基準が導入される前の昭和56年6月1
日以前に建てられた建物であり、地震発生時の倒壊に
よる道路の閉塞や火災の発生など人的・物的な被害が
懸念される。

●来訪者に優しい快適環境の創出
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３．当地区の町・県の上位計画について

（１）神奈川県の都市計画マスタープランでの考え方（平成28年11月）

・交通拠点としての機能向上を図るとともに、商業業務機能の集積を

図り、機能性豊かな活力ある交流ふれあいのまちを形成します。

・建物の更新、共同化等にあわせて道路や広場等のオープンスペース

の一体的整備に配慮しつつ、土地の高度利用を図ります。

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

おおむね１０年以内に実施することを予定している主要な事業

→市街地再開発事業（松田駅・新松田駅周辺地区）
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（２）松田町都市計画マスタープラン（平成2９年3月）

[ 駅前環境整備の基本方針 ]

鉄道駅周辺の魅力づくりに向けた一体的な環境整備

・公共交通の活用に向けたハブ拠点機能の向上

・周辺都市を含む公共交通の利用促進に伴うまちの活性化

・駅前環境の一体的整備による賑わい拠点の創出

・魅力創出による都市のブランド力向上と定住促進

・駅周辺地区は、駅前広場・道路等の基盤整備事業や都市計画制度等の導入を

総合的に推進します。

・交通結節点としての立地特性を活かした広域的な玄関口としての機能を高め、

町の中心市街地として都市機能の向上と魅力の創出に取組みます。

（３）松田町総合計画での考え方（平成31年3月）
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・居住誘導区域・・・・・鉄道駅を中心に人口密度が高い区域を設定。

・都市機能誘導区域・・・鉄道駅を核として商業・医療・行政・教育文化・介

護福祉等の良好な日常生活を営むために必要な施設

が設置されている区域として設定。

（５）松田町立地適正化計画（令和2年3月）

・新松田駅の駅前広場に面する街区において

は、交流・活力の拠点として機能する魅

力・賑わいの創出が求められます。

・そのため、街なかの活力を創出する都市居

住の場としての「居住機能」、「公共公益

サービス機能」などの多様な都市的サービ

ス機能の導入を目指し、実現化を進めます。

（４）新松田駅周辺整備基本構想・基本計画（平成31年3月）
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（１） 新松田駅周辺地域まちづくり協議会の委員の構成（平成31年時点）

区 分 所 属 職 名

１ 学識経験者 東海大学 工学部 建築学科 大学教授

２ 土地の権利者 代表１名

３ 建物の権利者 代表１名

４

自治会代表者

自治会長連絡協議会 会 長

５ 新松田自治会 会 長

６ 仲町屋自治会 会 長

７

各種関係団体の代表者

松田町商工振興会 会 長

８ ロマンス通り商店会 代 表

９ 松田町観光協会 会 長

10

交通事業者

小田急電鉄株式会社 交通サービス事業本部交通企画部 課 長

11 富士急湘南バス 株式会社 本社営業所 所 長

12 箱根登山バス株式会社 運輸部 課 長

13 松田合同自動車株式会社 代表取締役

14 箱根登山ハイヤー株式会社 取締役社長

15

関係行政機関の職員

神奈川県 県西地域県政総合センター 副所長

16 神奈川県 県西土木事務所 所 長

17 神奈川県 松田警察署 署 長

18

町の職員

町民課 参事兼課長

19 観光経済課 参事兼課長

20 政策推進課 課 長

21 まちづくり課 課 長 11

参考：新松田駅周辺整備 基本構想・基本計画について



（２） まちづくりの将来像

・新松田駅周辺地域におけるまちづくりが目指す将来像は、当該地域の

位置づけである“足柄上地区の玄関口”という立地ポテンシャルを活

かしたまちづくりにより、町民が主体となった“賑わい”と“活力”

を創出していくことを表明するものとして、以下のように設定します。

＜新松田駅周辺地域の将来像＞

足柄上地区の玄関口

町民が主体となった

賑わい・活力を生み出すまちづくり
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（３） 道路計画の考え方

・新松田駅北口駅前広場

・新松田駅南口駅前広場

① 駅前広場

・新松田駅北口の整備とともに、現在整備中である駅南口の広場整備を進め、一体的な

交通結節点整備を検討します。

② 主要道路

・駅を中心とした基盤整備に併せて、周辺のアクセス道路の道路交通の円滑化や歩行者

の安全を確保するため、道路の拡幅や現況幅員内での整備について検討します。

③ その他関連道路

・新松田駅北口の整備に併せて、JR松田駅から小田急新松田駅周辺の南北方向の一体的

な歩行者動線を確保します。

・町道３号線（ロマンス通り）：12ｍ

・町道５号線：12ｍ

・町道６号線：12ｍ

・ＪＲ松田駅南北連絡道路

・新松田駅南北自由通路
13



将来的に整備を検討

本計画により整備を推進

新松田駅周辺整備 基本構想・基本計画における道路計画（案）

拡 幅 整 備 済
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〔 現 況 〕

〔 計画案 〕

15

参考：現状の駅前広場と現在考えている駅前広場の比較

新松田駅
(改札口)

JR 松田駅
(改札口)

タクシー
乗降場

バス停バス停

バス停

施設建築敷地
【南街区】

タクシー
乗降場

一般車（3台）
施設建築敷地
【北街区】

身障者対応
自家用車乗降場

一般車（2台）

計画広場面積
約2,700㎡

現況広場面積
約1,100㎡

＊この計画案は確定したものではありません。
今後も検討・協議を重ねて変更が生じます。

※面積の算定に
あたっては、道
路法に基づく
「道路構造令」
や「駅前広場計
画指針」等に基
づき算出してい
ます。



（４） 集約施設の整備区域の考え方 （令和７年３月までの時点）

・駅前街区における集約施設の整備区域は、新松田駅北口駅前広場における連絡通路との連携、

高度利用を可能とする一団の形状を考慮して、以下の範囲（約1.4ha）とします。

＜集約施設整備検討区域＞

整備検討区域
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・新松田駅の駅前広場に面する街区においては、交流・活力の拠点として機能する魅力・賑

わいの創出が求められます。

・そのため、街なかの活力を創出する都市居住の場としての「居住機能｣を基本としながら、

街なかの活動を支える「商業サービス機能」及び、「生活支援サービス機能」、「公共公

益サービス機能」などの多様な都市的サービス機能の導入を目指し、実現化を進めます。

〔導入機能〕

① 居住機能

・生活の場・暮らしを営む場となる機能（「都市居住の場」）

例：分譲マンション等

② 商業サービス機能

・街なか居住及び来訪者の活動を支える機能（「消費サービスの場」）

例：スーパーマーケット、小売店舗、飲食店等

③ 公共公益サービス機能

・街なか居住及び来訪者の活動を支える機能。主として公共系（非営利目的）の

機能（「都市的サービスの場」）

例：子ども・子育て支援施設等（図書館機能の一部など）

④ 生活支援サービス機能

・街なか居住及び来訪者の活動を支える機能。主として民間系（営利目的）の機

能（「都市的サービスの場」）

例：金融機関、託児所、学習塾等

＜集約施設における基本的な導入機能＞
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８．再開発事業の基本計画（案）の検討について

交通結節点としての

駅前広場の整備

駅前環境としての

商 業 ・ 業 務

サ ー ビ ス 機 能

町 の 交 流 拠 点

としての公益的機能

持 続 的 な

コミュニティ

形成としての

住 宅 機 能

■当地区で整備すべき“４つの機能”について

４．現在考えている当地区の整備の方向性について
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【市街地再開発事業による公共施設の整備と都市機能の更新】

・市街地再開発事業により、駅前広場や道路の公共施設と併せて、既存の建物を一体的に整備を行い、足柄上地区

の玄関口に相応しい、駅前広場と都市機能の更新を図ります。

【安全・安心な交通環境の整備】

・足柄上地区の交通結節点としての駅前広場機能の強化を図り、ユニバーサルで環境に配慮した、使いやすい、安

全、安心な駅前広場の整備を行います。

・駅前広場と合わせてデッキや道路の歩行者空間の整備を行い、歩行者の回遊性を快適に向上させるものとします。

【利便性のある商業・業務施設等の整備】

・町の中心地として利便性と賑わいを提供するともに、雇用を生み出し、町民はもとより観光客にとっても魅力あ

る商業・業務・サービス施設の整備を図ります。

【町の交流拠点としての公益施設の整備】

・「子育て支援機能」を中心に、町民の交流拠点となる複合型公益施設を整備します。

・災害時に避難所として使用できる公益施設を整備します。

【持続可能なコミュニティ形成としての住宅施設の整備】

・持続可能なまちづくりを推進するため、中心市街地に定住人口を増やし、新たな交流とコミュニティのつながり

を創出する質の高い住居環境の整備を図ります。
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賑わい創出地域コミュニティ活性化
若年世代の流入
定住人口増加

・交通利便性が高い 鉄道、バス、高速道路

・豊かな自然環境 富士山、酒匂川、川音川、相模湾、ロウバイ園、

松田山ハーブガーデン、河津桜、コキア

・豊富な体験型コンテンツ 登山、キャンプ、BBQ、釣り、ゴルフ

・良好な教育・子育て環境 チルドレンファースト（医療費助成18

歳まで、第2子保育料・町立小中学校給食費・学童保育料無償化な

ど）

×
・人口減少、高齢化 暮らしやすさの低下、コミュニティの維持、

公共サービス維持のための財源確保

・駅前の交通安全性が低い 送迎車の渋滞、歩行者動線、バス待合

場所

・災害時の安全性に不安 建物の老朽化、空き家、低層建物の密集

・駅前環境としての充実度 買い物施設が少ない

松田町の課題 松田町の資源

新しい生活様式の提案

「デュアルライフ」 ～二拠点生活～

都市の利便性と地方の自然環境の両方を楽しむ生活
仕事や都市生活のストレスを自然豊かな環境で解消する生活

子育てに最適な環境を享受する生活

事業コンセプト

楽・癒・優

参考：整備コンセプトについて

20



参考：機能配置のイメージ
＊この計画案は確定したものではありません。
今後も検討・協議を重ねて変更が生じます。

21



当地域における現状と課題、及び上位計画等を踏まえ、整備手法については、「道路事業」、「土地区画整理

事業」、「市街地再開発事業」の３つの手法が考えられます。

５．当地区における整備手法について

整備手法 イメージ図 当地区への適用性

・町が駅前広場部分や道路

部分の用地買収を行い、

道路の拡幅整備を行いま

す。

・郊外の道路の拡幅につい

ては適していますが、当

地域のような市街地での

道路事業は、一部の地権

者さんとの協議に時間を

要する場合、整備が進ま

ないため、全区間に影響

を及ぼします。

・道路整備だけの事業なの

で、市街地におけるまち

づくりに対する貢献は高

くありません。

（1）道路事業

※新松田駅南口の整備は

「道路事業」のため、現

在進行中です。

22



整備手法 イメージ図 当地区への適用性

・土地区画整理法に基づき

地権者さんの土地を減歩

しその減歩した用地を駅

前広場部分や道路部分の

用地にあてます。

・地権者さんは土地区画整

理後の用地に換地され建

物を建設する場合は自己

で行います。

・郊外のより大きな区域で

市街化していない地域の

施行には適していますが、

当地域のような市街地で

の土地区画整理事業は、

土地の減歩が困難です。

・土地の整理だけの事業な

ので、市街地におけるま

ちづくりに対する貢献は

高くありません。

（２）土地区画整理事業

(例)
松田町下原土地区画整理
事業（平成８年度竣工）

開成町「駅前通り線周辺
地区土地区画整理事業」
（施行中）

23



整備手法 イメージ図 当地区への適用性

・都市再開発法に基づき地

権者さんの土地・建物の

評価分を新たに建設する

再開発ビルに権利変換し

ます。

・駅前広場部分や道路部分

は当該事業によって創出

します。

・駅前広場や道路と一緒に

町民が必要とする商業施

設や公益施設等の用途を

もった再開発ビルを整備

しますので、まちづくり

の効果は非常に高いです。

・地権者さんは多数となり

ますので、事業の段階ご

とに合意形成を図って事

業を進めていきます。

（３）市街地再開発事業

新松田駅周辺地域まちづくり協議会において、上記（1）～（3）を比較
し、新松田駅周辺整備基本構想・基本計画策定に向けた議論と検討進めた

結果、事業手法を「市街地再開発事業」とする方向性が示されました。

24



道路事業（駅前広場のみ整備） 市街地再開発事業

計 画 案

事 業 の
実 行 性

・用地取得などで交渉が難航した場合は、計画的な
事業の推進が困難となります。
（地権者２９名）

・都市計画法等に基づき実行性が高く、計画的な事
業の推進が可能となります。
（地権者３７名）

事 業 費
の 試 算

・総事業費 約 ３２．０億円
・町負担額 約 ２６．０億円

・公共施設となる駅前広場や道路等の整備事業は、
補助制度はあるものの、補助実施率が低い傾向の
ため、町の負担割合が高くなります。

・総事業費 約１２６．７億円
・町負担額 約 ３０．９億円

・再開発事業は民間活力（資金）が導入され、行政
からの支援（補助）も優遇的に措置されます。

施 設

◆ 駅前広場・ペデストリアンデッキ → 〇
◆ スーパーマーケット → ×
◆ 子ども・子育て支援センター → ×
◆ 人口増加施設 → ×

◆ 駅前広場・ペデストリアンデッキ → 〇
◆ スーパーマーケット → 〇
◆ 子ども・子育て支援センター → 〇
◆ 人口増加施設 → 〇

参考：「駅前広場のみを整備した場合」と「市街地再開発事業」の比較について

25
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今後も検討・協議を重ねて変更が生じます。



道路事業（駅前広場のみ整備） 市街地再開発事業

町 へ の
貢 献 度

駅前広場・道路

・バス・タクシーの安全かつ機能的な広場

・駅間の往来におけるペデストリアンデッキの整備により安全の確保が大きく向上します。

・利用者にとって快適な駅前広場空間を創出します。

土地利用

・土地利用に課題を抱えている箇所の整備が進まず、老朽

化した建物がそのままとなり、危険性が増します。

・再開発ビルの建設によって、機能的で秩序ある「町の

顔」としての整備を図ることができます。

人 口

・広場や道路は整備されますが、人口の増加は各々の土地

利用の事情によるため、見込みが低いです。

・マンションの設置により、約１１０戸（約３００人）の

人口増を見込むことができます。

商業施設

・各々の土地利用において、スーパーの誘致は困難です。

・既存の商業が継続されても、施設の老朽化（建替え）が

課題となります。

・町民待望のスーパーが誘致され、生活の利便性向上を図

ることができます。

・併せて、新たな商業施設等の誘致により、雇用の創出を

図ることができます。
その他の施設

・駅周辺に公益的施設はなく、現状のままか駅前広場の整

備により既存施設が移転の可能性が生じます。

・子育て支援施設、業務施設、駐車場等が設置され、快適

な駅利用と、賑わい・活性化が促進されます。

事業の
対費用効果
（試算値）

町の収入（税収等）

・各々の土地利用（建替え等）が進まなければ、駅前広場

の整備により建築敷地が減少するため減収が予測されま

す。

投資は約３０年で回収見込み

・再開発ビルの建設による固定資産税の増収

＝ 約５，０００万円／年

・１００世帯増加になった場合の住民税の増収

＝ 約１，５００万円／年

・３００人増加になった場合の地方交付税の増額

＝ 約２，７００万円／年

費用便益分析

・当地区の駅前広場だけの整備では、特段経済効果は発生

しません。

・再開発ビルの収益や経済波及の便益÷事業に要した費用

・約１．５（見込） ＊国の補助基準は１.０以上が必要

26

＊費用便益分析：特定のプロジェクトに対して、期待される便益（メリット）と発生する費用（コスト）を金額で比較し、その実施が
経済的に合理的かどうかを評価するもので、便益を費用で割ったものが１以上であれば、そのプロジェクトに投資する費用以上の経済
効果を示します。



参考：事業費等の負担と責任等の分担について

項 目
維持・管理費の負担 責任の分担

管理組合 町 床の所有者 管理組合 町 床の所有者

再開発ビルの維持､管理 ● － ● ● － ●

駅前広場､デッキ等の維持､
管理

－ ● － － ● －

再開発ビルの入居者や
テナントが撤退した場合

－ － ● － － ●

★関連するよくある質問
Ｑ：将来の町民負担はありますか？

Ａ：再開発事業によりできる住宅施設や商業施設は、権利者や民間事業者が取得・保有するので、町は保有
しません。そのためテナントが将来埋まらなかったとしても、町が税金等で負担することはありません。27

項 目
事業費の負担 責任の分担

再開発組合 町 民間事業者 再開発組合 町 民間事業者

再開発ビルの整備 ● － － ● － －

駅前広場､デッキ等の整備 － ● － － ● －

橋上改札等の整備 － ● － － ● －

公益施設の整備 － ● － － ● －

住宅・商業床の売却 － － ● ● － ●

■事業中の負担、責任等

■事業完成後の負担、責任等



６．当地域におけるまちづくりの経緯

① 平成26年（2014年）3月：新松田駅北口周辺整備検討調査を実施

② 平成27年（2015年）12月：地元自治会、交通事業者、警察等関係団体による「新松田駅周辺地

域まちづくり協議会」を設置し、検討を実施

③ 平成31年（2019年）3月：新松田駅周辺整備基本構想・基本計画策定

④ 令和 2年（2020年）：地権者勉強会や事業への参画へ向けての民間事業者へのヒアリングを実施

～令和 3年（2021年）

⑤ 令和 4年（2022年）3月：新松田駅周辺地域の整備における地権者説明会を開催

⑥ 令和 4年（2022年）6月：地権者による「新松田駅周辺地域地権者検討会」を設立

⑦ 令和 4年（2022年）10月：町民を対象としたワークショップを開催

令和 5年（2023年）3月 ＊駅前広場に求める機能、施設、配置等についての意見の抽出、取

りまとめ

６．当地区でのまちづくりの検討及び地権者組織の活動の経過について

28



６．当地域におけるまちづくりの経緯
⑦ 令和 5年（2023年）1月～2月：市街地再開発事業に係る地権者個別意向調査を実施

＊対象者38名中30名（78％）より、「市街地再開発準備組合を設立し、よ

り具体的な検討を進めて欲しい」との結果を得ました。

⑧ 令和 5年（2023年）2月 ：第5回地権者検討会にて「市街地再開発準備組合」の設立の準備を行う

ことを確認しました。

【現在の準備組合員の加入数：地権者数37名中31名参加】

未加入者6名（今後加入予定の鉄道事業者2社を含む）

⑨ 令和 5年（2023年）5月 ：「新松田駅北口地区市街地再開発準備組合」設立：理事長 北村 浩

⑩ 令和 6年（2024年）3月 ：事業協力者として㈱マリモを決定しました。

⑪ 令和 ６年（2024年）3月：事業協力者の決定後、事業の都市計画決定へ向けて、駅前広場、再開発

ビル等の事業計画と施行区域の検討を行うとともに、説明会や個別の地

権者協議を行いました。

⑫ 令和 7年（2025年）6月～：6月15日の通常総会で施行区域の範囲を定めて、松田町へ都市計画決

定の手続きを進めることについて要望を行うことを承認しました。

＊地区内の地権者数37名中、都市計画決定の手続きを進め

ることについて約80％の方から理解を得ました。
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【
都
市
計
画
案
の
検
討
】

・
事
業
協
力
者
と
共
に
都
市
計
画
案
の
検
討
を
行
い
ま
し

た
。
ま
た
、
個
別
の
地
権
者
さ
ん
の
モ
デ
ル
権
利
変
換

の
作
成
、
個
別
説
明
を
行
い
合
意
形
成
活
動
を
行
い
ま

し
た
。

・
理
事
会
21
回
、
全
体
説
明
会
4
回
開
催
し
、
準
備
組
合

員
間
で
活
発
な
意
見
交
換
、
協
議
を
行
い
ま
し
た
。

７．市街地再開発事業の進み方について

準
備
組
合
設
立

工
事
完
了
公
告

本
組
合
設
立
認
可

現

段

階

都
市
計
画
決
定

権
利
変
換
計
画
認
可

工

事

着

工

【
準
備
組
合
設
立
以
前
の
活
動
】

・
地
区
内
の
地
権
者
に
呼
び
か
け
を
行
い
、
「
地
権
者

検
討
会
」
を
設
立
し
市
街
地
再
開
発
事
業
の
勉
強
会

を
合
計
5
回
行
い
ま
し
た
。

【
準
備
組
合
設
立
と
事
業
協
力
者
の
導
入
活
動
】

・
令
和
5
年
5
月
に
準
備
組
合
を
設
立
し
再
開
発
計
画

の
検
討
を
始
め
ま
し
た
。
検
討
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、

事
業
実
現
性
の
裏
付
け
が
必
要
な
た
め
、
事
業
協
力

者
の
選
定
活
動
を
主
な
内
容
と
し
て
行
い
ま
し
た
。

・
こ
の
間
、
理
事
会
14
回
、
全
体
説
明
会
で
の
検
討
、

協
議
を
経
て
、
事
業
協
力
者
と
し
て
株
式
会
社
マ
リ

モ
を
選
定
し
ま
し
た
。

（
設
立
当
時
、
地
権
者
40
名
中
準
備
組
合
員
32
名
）

令和６年度令和５年度令和４年度

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階

今
ま
で
の
地
権
者
組
織
の
活
動
経
過

事業の具体的な検討を実施
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事業の具体的な検討を実施

準
備
組
合
設
立

工
事
完
了
公
告

本
組
合
設
立
認
可

現

段

階

都
市
計
画
決
定

権
利
変
換
計
画
認
可

工

事

着

工

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階

・市街地再開発事業の
施行区域

・駅前広場、道路の配
置、面積

・建築物の延べ床面積、
用途等

・地区計画に関する事
項

・その他必要な事項

今回の都市計画決定

する事項

・土地評価、補償調査の実

施

・建物及び駅前広場等の基

本設計の検討、作成

・事業の資金計画の検討、

作成

・本組合設立に向けた地権

者さんとの権利に関す

る協議等合意形成活動

・その他必要な事項

本組合設立

に向けて

・建物及び駅前広場等の

実施設計の検討、作成

・事業の資金計画の確定

・地権者さんの従前資産、

補償の協議、同意活動

・地権者さんの権利変換

に関する協議、同意協

議

（再開発ビルに取得す

る床等の内容）

・その他必要な事項

権利変換計画の

認可に向けて

・地権者さんへ
の補償費支払
い

・地権者さんの
仮移転

・既存建物の解
体工事

解体工事

・工事の実施

・再開発ビル、
駅前広場の
完成

・再開発ビル
に入居

新たな新松田駅前

のまちびらき

31
計画の確定



（１）第一種市街地再開発事業の決定

新松田駅北口地区では、次の観点から、第一種市街地再開発事業として事業を行います。

・本地区の抱える低未利用地の有効活用などの課題について、土地の高度利用と建物の共同化を行い、併せて駅前

広場と道路を整備することで、都市機能の更新や交通環境、建築物の耐震化等防災性の強化を図ります。

・公共性の高い事業として、計画内容を都市計画法に基づく都市計画の中で担保し、これを実現する推進力が求め

られます。

・計画的な再開発を誘導していく必要があります。

面積 約1.2ha

建築物の整備 北街区 南街区

延床面積 約13,900㎡ 約6,400㎡

建ぺい率 約70％ 約70％

容積率 約250％ 約230％

建築敷地の整備 約4,200㎡ 約2,400㎡

住宅建設の目標 約110戸 ―

公共施設の配置及び規模 幅 員 延 長

駅前広場 面積約2,700㎡

町道３号線 約12ｍ 約135ｍ

その他 約6ｍ 約85ｍ

その他の公共施設
歩行者デッキ

（幅員4ｍ，3ｍ、延長約89ｍ）

８．都市計画決定の素案について

都市計画の素案は以下の通りです。
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（２）地区計画の決定

地区計画とは、良好な市街地の環境を形成・保全するために、用途地域や建築基準法の制限に加えて、地区の特性

に応じ、まちづくりのルールを定めるものです。

そこで、新松田駅北口地区においては、区域内の用途地域を「商業地域」に変更したうえで、健全で良好な市街地

の形成と駅前にふさわしい賑わいの創出、ゆとりある街並みや安全で快適な歩行空間を形成するなどの目的を達成す

るため、建築してはならない建築物や最低敷地面積などを定めるものです。

位置 松田町松田惣領 面積 約1.2ha

土地利用の
方針

一体的かつ総合的な土地利用により商業・業務・公益・

住宅等の整備を図り、回遊性と利便性の高い複合市街地

を形成する。

地区施設の
整備方針

・既存区画道路の再整備とあわせ、歩道上空地を整備す

る。

・にぎわいとやすらぎのある都市空間の形成を図るため、

ベンチ等を備えた緑豊かな広場を整備する。

・広場に接続した歩行者デッキを整備する。

建築物等の
整備方針

・建築物等の用途の制限を定める。

・壁面の位置の制限や壁面後退区域における工作物の設

置の制限を定める。

・建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。

用途の制限 工場、倉庫、風俗営業等は建築してはならない。

壁面の位置
の制限

道路境界から2ｍ

容積率の
最高限度

400％
容積率の
最低限度

200％

建ぺい率の
最高限度

70％
建築面積の
最低限度

200㎡
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（３）用途地域の変更

用途地域とは、都市計画法に基づき土地の使い方を定める区域のことです。新松田駅北口地区市街地再開発事業施

行区域の大半は、現在「商業地域」となっています。

商業地域は、町の中心部や駅周辺など人の往来が多い場所に指定され、住宅や店舗、事務所、ホテル、娯楽施設な

どが自由に建てられるエリアで、利便性や経済活動が重視される地域となっています。

ところが、区域内に戸建て住宅の建築等を目的とした地域が一部混在しており、土地の高度利用、建物の防災化の

向上を図るため、商業や住居を集約し、賑わいと活力のある都市機能を一体的に整備するため、既存の用途地域を

「商業地域」に変更するものです。

現行の用途地域 用途地域の変更案
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（４）防火地域及び準防火地域

「防火地域」とは、駅前や都市の中心部など建物が密集する人通りや交通量の多い場所において、建物の構造や材

料に関して制限を設けることで燃焼リスクの高い場所における火災の危険性を防除する区域です。

「準防火地域」とは、防火地域の周囲や住宅が密集する地域などで火災の拡大を防ぐために指定され、準耐火建築

物や防火設備の設置が求められる区域となります。

新松田駅北口地区市街地再開発事業により、当地区の建物の不燃化を進め、火災の危険性を防除するとともに、延焼

火災からの安全確保を図るため、用途地域の変更と併せて、現在の防火指定がされていない箇所（第一種住居地域）

や準防火地域（近隣商業地域）から防火地域（商業地域）に変更するものです。

現行の防火・準防火地域 防火・準防火地域の変更案
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（５）今後の都市計画の手続き（予定）について

令和７年７月２６日 町民説明会
（都市計画法16条）

パブリックコメント
（都市計画法16条）

７月１６日～

８月１４日（３０日間）

町から県へ都市計画決定の事前協議

意見のまとめ

町都市計画審議会（第２回）

町から県へ都市計画決定の法定協議（都市計画法19条）

県から町へ都市計画決定の法定協議の回答（都市計画法19条）

令和７年８月１５日～

令和７年８月２８日

令和７年９月上旬

令和７年９月下旬

都市計画案の法定縦覧（都市計画法17条）

令和７年１０月上旬

～２週間

意見書のまとめ

町都市計画審議会（第３回）諮問・答申令和７年１１月上旬

市街地再開発事業の都市計画決定



参考：再開発ビルのイメージについて

＊このイメージ図は確定したものではありません。
今後も検討・協議を重ねて変更が生じます。

建物の形態等については、
都市計画決定するものでは
ありません。
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松田駅駅舎

新松田駅駅舎

南街区

北街区

南街区



参考：イメージパース
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＊このイメージ図は確定したものではありません。
今後も検討・協議を重ねて変更が生じます。
建物の形態等については、都市計画決定するも
のではありません。

＊このイメージ図は確定したものではありません。
今後も検討・協議を重ねて変更が生じます。
建物の形態等については、都市計画決定するも
のではありません。

（東側からの鳥かん図） （南側からの鳥かん図）



新松田駅周辺整備事業の費用について

総事業費 約126.7億円 ※現時点の試算のため、変更が生じます。

（３）橋上駅舎（橋上改札）整備費

約1.9億円
（２）駅前広場整備費

約30.1億円
（１）集約施設整備費

約86.9億円

町 １００％ 国 ５０％ 町 ５０％ 保留床・権利床
ビル整備費等

約54.4億円

町負担額

約1.9億円
国負担額

約15.05億円

町負担額

約15.05億円
再開発補助金

約32.5億円

国５０％

地方５０％

県２０％ 町３０％（４）公益施設整備費

約7.8億円

国 ５０％ 町 ５０％
国負担額

約16.3億円
県負担額

約6.2億円

町負担額

約10.0億円

町負担額

約3.9億円

国負担額

約3.9億円
町負担額 計

約30.85億円

※町負担額 約30.85億円の財源内訳 一般財源 0.00億円
積立金からの繰入 10.07億円
起 債 20.78億円
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（令和７年７月時点）

※上記金額は、試算による値であり、確定したものではありません。



ヤオマサ
大井町店

小田原百貨店
山北店

新松田駅北口
スーパー

（民設民営）

オダキューOX
渋沢店

クリエイト
大井松田店

セブンイレブン
松田惣領店

セブンイレブン
小田急新松田店

敷地面積
約5,400㎡
駐車台数
約180台

敷地面積
約,4400㎡
駐車台数
約95台

敷地面積
約1,000㎡
駐車台数
約90台

敷地面積
約800㎡
駐車台数

約20台（提携）

敷地面積
約1,300㎡
駐車台数
約20台

敷地面積
約1,400㎡
駐車台数
約10台

敷地面積
約120㎡
駐車台数
なし

未 定

推定事業費

約8.0億円

推定事業費

約6.5億円

推定事業費

約4.8億円

推定事業費

約2.9億円

推定事業費

約2.2億円

推定事業費

約1.0億円

推定事業費

約0.4億円

建物工事費
約6.6億円

駐車場整備費
約1.4億円

建物工事費
約5.8億円

駐車場整備費
約0.7億円

建物工事費
約3.2億円

駐車場整備費
約1.6億円

建物工事費
約2.9億円

駐車場整備費
0円(駅構内)

建物工事費
約2.0億円

駐車場整備費
約0.2億円

建物工事費
約0.9億円

駐車場整備費
約0.1億円

建物工事費
約0.4億円

駐車場整備費
0円

延床面積
約1,000㎡

延床面積
約1,800㎡

延床面積
約800㎡

延床面積
約560㎡

延床面積
約250㎡

延床面積
約120㎡

参考：当地区で検討しているスーパーマーケットの規模と周辺店舗との比較

延床面積
約1,600㎡
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＊スーパーの延床面積と駐車台数は地図情報等による推定の数値です。工事費は延床面積と駐車場台数の面積
の推定に推定の工事費単価を乗じた概算です（実際の工事費とは異なります。）。



駅前広場とコンビニを整備した場合 駅前広場とスーパーを整備した場合

検討案

事業費 約 ３５．3億円 約 ４５．5億円

うち町負担
額

約 ２９．3億円 約 ３９．5億円

参考：当地区で駅前広場と商業施設のみを整備した場合の検討

土地建物取得費

建物工事費

駐車場整備費

駅前広場整備費

橋上改札整備費

41

延床面積 約250㎡

＊この計画案は確定したものではありません。
今後も検討・協議を重ねて変更が生じます。

＊この計画案は確定したものではありません。
今後も検討・協議を重ねて変更が生じます。

9.1億円

3.7億円

0.7億円

24.1億円

1.9億円

駐車場 約5台 駐車場 約90台

2.3億円

0.9億円

0.1億円

24.1億円

1.9億円

土地建物取得費

建物工事費

駐車場整備費

駅前広場整備費

橋上改札整備費

敷地面積 約500㎡

延床面積 約1,000㎡

敷地面積 約3,000㎡



１１．市街地再開発事業のスケジュール案について

準
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変
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認

可

Ｅ

工

事

着

工

Ｆ

［市街地再開発事業の行程］

［令和5年5月］［令和7年6月］［令和7年11月］ ［令和9年2月］ ［令和9年12月］ ［令和10年5月］［令和11年12月］

当地区で検討している「市街地再開発事業」は、次の段階を踏んで進んでいきます。

［令和12年1月］

Ｈ

ま

ち

び

ら

き

（６）市街地再開発事業のスケジュール案について
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ご清聴ありがとうございました。


